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労働市場の動き（令和３年 11 月） 

 

青森労働局職業安定部職業安定課 

○ 県内の景気の動向 

本県経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から依然として厳しい状況に

あるなか、持ち直しの動きが続いているものの、一部に弱さがみられる。 

【青森県：12 月８日発表 青森県経済統計報告（令和３年９月・10 月の経済指標を中心として）】 

 

県内の景気は、新型コロナウイルス感染症の影響から厳しい状態にあるも

のの、持ち直しつつある。この間、企業の業況感は、製造業が横ばいとなった

一方、非製造業が改善したことから、全産業でも改善した。 

最終需要の動向をみると、公共投資は、横ばい圏内で推移している。設備投

資は、増加している。個人消費は、持ち直しつつある。住宅投資は、弱めの動

きとなっている。 

生産は、供給制約の影響から増勢が鈍化している。雇用・所得情勢は、新型

コロナウイルス感染症の影響から、全体としては弱めの動きとなっている。 

【日本銀行青森支店：12月23日発表 県内金融経済概況12月公表分】 

 

2021（令和３）年11月度の青森県企業倒産は５件（前年同月比150.00％増）、

負債総額は６億4100万円（同330.20％増）となった。倒産件数は前年同月比で３

件増加、前月比で同件数となり、2021年では３月、10月と並んで最多となったほ

か、２か月連続で前年同月の件数を上回った。負債総額は件数増加もあり、前

年同月から大幅な増加、前月からは若干の減少となったものの、2021年では５

番目の水準となり、大型倒産（負債総額10億円以上）の発生はなかった。尚、当

月で新型コロナウイルス関連倒産は３件発生した。 

新型コロナウイルス感染者数は全国的に落ち着きを見せているものの、引

き続き観光産業や飲食業を中心に自粛ムードから抜け出せていない状況にあ

る。10月に実施した2021年「忘・新年会に関するアンケート」調査では、青森県

内企業の７割以上が「忘年会または新年会を開催しない」と回答しており、多人

数での会合には消極的な姿勢が伺える。 

このような状況下において、11月の企業倒産件数は５件となり、10月に続い

て2021年で最多件数となった。加えて、2021年に入って10月、11月と初めて２

か月連続で前年同月の倒産件数を上回るなど、新型コロナウイルス感染拡大

以降では見られなかった動きが生じている。2020年の倒産件数は１～４月まで

が前年同月を上回ったものの、５～12月までは前年同月以下となり、2021年は

９月までの９か月間で前年同月を上回ったのは８月のみ。コロナ禍による企業

への悪影響を、無担保無利子融資や雇用調整助成金などを始めとする各種の

支援措置が支えてきたことで、倒産件数は過去最低水準に抑制されてきた。一

方で、これらの支援策はカンフル剤的な役割であり、コロナ禍が収束しない状

況下では、徐々に効果が薄れていくものと見られていた。 

2021年に入って初めて２か月連続で前年同月の倒産件数を上回ったことは、

倒産動向が転換点を迎えた兆候と言える。この様な中で、年末の繁忙期となる

12月を迎えた形だが、引き続き厳しい状況に置かれている業種も多く存在する

他、原油価格高騰と言ったマイナス要素もあり、予断を許さない状況が続いて

いる。 

【東京商工リサーチ青森支店：12 月２日発表 令和３年11 月度青森県企業倒産状況】 

 

雇用情勢をみると、月間有効求職者数(季節調整値)は22,489人で前月と同水
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準（１人増加）、月間有効求人数(同)は25,673人で前月に比べ1.6％（393人）増加

した。有効求人倍率(同)は1.14倍で、前月を0.02ポイント上回った。 

新規求人倍率(季節調整値)は1.71倍で、前月を0.05ポイント上回った。 

また、就業地別有効求人倍率（同）1.24倍となり、前月を0.01ポイント上回っ

た。 

正社員有効求人倍率（原数値）は0.97倍で前年同月を0.16ポイント上回った。 

 

○ 労働市場の概況 

月間有効求人全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比

10.3％(2,451人)増加の26,328人、全数のうち常用(パートタイムを除く原数値)は

同9.7％(1,396人)増加の15,806人となった。 

月間有効求職者全数(同)は、前年同月比5.8％(1,302人)減少の21,162人、全数

のうち常用(同)は同7.4％(1,041人)減少の13,062人となった。 

この結果、全数の有効求人倍率(原数値)は1.24倍となり、前年同月を0.18ポイ

ント上回った。 

新規求人倍率(原数値)は1.89倍で、前年同月を0.06ポイント上回った。 

パートタイム有効求人全数(原数値)は、前年同月比13.1％(1,043人)増加の

9,033人、同有効求職者全数(同)は同3.9％（299人）減少の7,379人となり、同有効

求人倍率は1.22倍で前年同月を0.18ポイント上回った。 

 

○ 求人の動向 

新規求人全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比8.6％

(726人)増加の9,158人、全数のうち常用(パートタイムを除く原数値)は同5.9％(286

人)増加の5,142人、臨時・季節は同10.0％（45人)増加の493人、パートタイムは同

12.6％(395人)増加の3,523人となった。 

また、産業別新規求人全数の前年同月比は、製造業17.9％（98人）、運輸業,郵

便業27.9％（99人）、医療,福祉8.5％（187人）、サービス業13.3％（141人）等で増加

し、卸売業,小売業1.1％（13人）等で減少した。 

製造業の内訳をみると、食料品製造業,飲料・たばこ・飼料製造業11.7％（31人）、

金属製品製造業50.0％（21人）、情報通信機械器具製造業218.2％（24人）等で増

加し、繊維工業16.9％（12人）、木材・木製品製造業（家具除く）,家具・装備品製造

業60.0％（9人）等で減少した。 

新規求人数における正社員求人数の割合は43.8％で前年同月を1.2ポイント下

回り、有効求人数における割合は48.3％で前年同月を0.5ポイント上回った。 

 

○ 求職の動向 

新規求職申込件数全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月

比5.0％(232件)増加の4,836件となった。全数のうち常用(パートタイムを除く)は同

3.1％（86件)増加の2,897件、臨時・季節(同)は同8.9％（44件)増加の540件、パート

タイムは同7.9％(102件)増加の1,399件となった。 

中高年齢者（パートタイムを除く原数値）は、前年同月比5.3％（86件）増加の

1,723件となった。 

また、新規求職者全数における雇用保険受給資格決定件数の割合は40.1％

(前年同月41.7％)、常用新規求職者に占める基本手当受給資格決定件数の割合

は40.4％(同43.8％)となっている。 

常用新規求職者(パートタイムを含む原数値)の希望職種別構成は、専門的・技

術的職業9.3％(前年同月10.1％)、事務的職業20.7％(同19.8％)、販売の職業7.1％

(同7.2％)、サービスの職業13.5％(同13.8％)、生産工程の職業6.9％(同7.2％)、運
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搬・清掃・包装等の職業15.9％（同16.3％）などとなっている。 

 

○ 就職の動向 

就職全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比9.2％（161件）

増加の1,913件、全数のうち常用(パートタイムを除く原数値)は同7.4％(69件)増加

の999件、臨時・季節(同)は同3.9％(5件)増加の134件、パートタイムは同12.6％(87

件)増加の780件となった。 

また、雇用保険基本手当受給者(パートタイムを除く原数値)の就職件数は前年

同月比5.4％（18件)減少し314件となった。 

受給資格決定件数(基本手当)に対する就職率は26.8％(前年同月26.9％)と前

年同月を0.1ポイント下回った。 

パートを含む常用の新規求職者に対する就職率をみると、38.6％(同36.1％)と

前年同月を2.5ポイント上回った。 

また、常用求職者全数に対する就職件数の職種別構成は、専門的・技術的職

業11.8％、事務的職業18.0％、販売の職業8.0％、サービスの職業21.4％、生産工

程の職業11.5％、運搬・清掃・包装等の職業16.6％などとなっている。 

 

○ 充足の動向 

充足全数(学卒を除きパートタイムを含む原数値)は、前年同月比8.4％(142件)

増加の1,824件となった。 

また、産業別でみると、充足全数のうち前年同月比で製造業14.9％（26人）、卸

売業,小売業41.6（97人）、医療,福祉17.2％（70人）等で増加し、運輸業,郵便業

20.5％（24人）等で減少した。 

 

 

※「新規求職者全数における雇用保険受給資格決定件数の割合」、「常用新規求職者に占

める基本手当受給資格決定件数の割合」及び「基本手当受給資格決定件数に対する就職

率」は、いずれも速報値であり、修正する可能性があること。 




























